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審 査 の 要 旨 
 
１ 批評 
本論文は、ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンスという概念を用い、市民に効果的な政策運営の在り方（政策満足
度という主観的なデータを操作化された尺度）の差異とその因果メカニズムの説明を試みる仮説実証型の研究である。例え
ば本研究のデータでは、杉並区と文京区、葛飾区と太田区において、自治会と非営利団体という市民社会組織の政策満足
度パタンに大きな違いがみられる。それはなぜであり、いかに説明できるかということに取り組むのである。 
ソーシャル・キャピタルは、人間関係や社会関係における信頼、互酬性の規範、ネットワークのもつマクロとミクロな外部効
果に着目した概念であり、1990年代から本格的に登場し、人間社会と集団の在り方の改善という外部効果や公共政策のガ
バナンスとの関連分野で爆発的に研究が発展した。他方、その実証研究は、信頼、互酬性の規範、ネットワークの 3要素の
どこに力点を置くか、そのデータをどう収集するかという点から、やや焦点が拡散しやすく批判されがちという弱点も持つ。ロ
ーカル・ガバナンスもソーシャル・キャピタルと同様、理論的検討と少数の記述的事例研究に偏り、広範な関心に比して実証
的成果に乏しいのが実情であった。 
こうした現状に対し、本研究は東京・特別区のローカル・ガバナンスという明確な対象に焦点を合わせ、本学で蓄積された
JIGS2プロジェクトデータを用い徹底的に検討を加えた。市民に効果的な政策運営の在り方（政策満足度で操作化）を被説
明変数とし、制度要因、非制度要因（結合型、橋渡型、結束型それぞれを操作化＝ソーシャル・キャピタル）ならびにローカ
ル・ガバナンス（区役所のネットワーク管理、市民社会組織と区との協働で操作化）を独立変数とするという枠組みで 6つの
仮説を定立し、丹念に実証する。あらかじめ、考えられる他の説明要因である各区の社会経済的属性要因や政府の対応能
力（職員数、財政）等も検討し、本研究での変数関係の検討に際してコントロールしている。結論として、実証とともに、区ごと
に自治会・町内会と非営利団体の 2種類の市民社会組織それぞれの観点から、ガバナンス、ソーシャル・キャピタル、政策
満足度の関係を整理し、特別区の地域社会運営を類型化している。 
以上のように、本研究は、これまでの研究に欠けていた体系的な理論的実証分析を提示するという意味で画期的である。
また、東京・特別区の地域社会運営の在り方を理論的実証的な観点から検証し類型化するという、新しい東京・大都市研究
の視座も提示されている。多面的なデータを多様な統計分析手法を駆使したため検証回路が複雑化したきらいがあるもの
の、この検討を質的な事例などで肉付けし、より分かりやすく説明してゆくことが今後の課題である。 
 
２ 最終試験 
平成３１年１月２３日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本論文について
著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で合格と判定された。 
 
３ 結論 
上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会科学）の学位を受けるに十分な資格を有する
ものと認める。 
